
技術者等の配置要件の緩和措置について 

適用日 平成３０年９月３日 

 

尾道市では、主任技術者又は監理技術者の配置要件について、平成２１年４月１日付け「技術

者等の適正配置について」（平成３０年４月１日一部改正）により通知しているところですが、下

記のとおり前記の通知を改正しますので、今後の取り扱いに留意してください。 

 

記 

技術者等の適正配置について 

 

※以下を次のとおり改正します（下線部が改正箇所です）． 

改正前 改正後 

○建設工事の適正な施工を確保するため建設業

法に基づく主任技術者又は監理技術者（以下

「技術者等」という。）の適正配置について事

務取扱を次のとおりとします。 

 

○技術者等の基本的条件 

技術者等は所属する会社と直接的かつ恒常的

な雇用関係が必要となります。 

○直接的かつ恒常的な雇用関係 

「開札日」において、所属する会社と雇用に関

する一定の権利義務関係が存在すること。専任

配置を要する工事については、引き続き３か月

以上の雇用関係にあること。 

なお、条件付一般競争入札（事前審査型）に

参加しようとする場合は、「入札参加希望書提出

の日」において上記条件を備えていること。 

⑴技術者の専任配置を必要とする工事（専任対

象工事） 

①工事の請負代金 

請負代金が３，５００万円以上（建築一式工

事は、７，０００万円以上） 

なお、入札公告で専任配置を求めた工事につ

いては請負金額にかかわらず専任配置が必要で

す。 

②監理技術者を専任配置しなければならない工  

○建設工事の適正な施工を確保するため建設業

法に基づく主任技術者又は監理技術者（以下

「技術者等」という。）の適正配置について事

務取扱を次のとおりとします。 

 

○技術者等の基本的条件 

技術者等は所属する会社と直接的かつ恒常的

な雇用関係が必要となります。 

○直接的かつ恒常的な雇用関係 

「開札日」において、所属する会社と雇用に関

する一定の権利義務関係が存在すること。専任

配置を要する工事については、引き続き３か月

以上の雇用関係にあること。 

なお、条件付一般競争入札（事前審査型）に

参加しようとする場合は、「入札参加希望書提出

の日」において上記条件を備えていること。 

⑴技術者の専任配置を必要とする工事（専任対

象工事） 

①工事の請負代金 

請負代金が３，５００万円以上（建築一式工

事は、７，０００万円以上） 

なお、入札公告で専任配置を求めた工事につ

いては請負金額にかかわらず専任配置が必要で

す。 

②監理技術者を専任配置しなければならない工  



 事 

必要な特定建設業の許可を受けており、一次

下請に係る下請契約総額が４，０００万円以上

となる工事（建築一式工事は６，０００万円以

上） 

監理技術者は、監理技術者資格者証を有する

者（監理技術者資格者証と講習修了証を統合し

ていない者については、両方を有する者）でな

ければなりません。 

③技術者等の配置条件 

ア 別工事の技術者等として配置されていては

いけません。（下請工事も含む） 

イ 配置する技術者等は、同工事の現場代理人

を兼任することはできますが、別工事の現場

代理人になることはできません。 

ウ 配置する技術者等は、建設業法第７条第２

号及び第１５条第２号の規定に基づき営業所

に置かれている専任技術者（以下、「営業所の

専任技術者」という。）であってはいけません。 

⑵技術者の専任配置を必要としない工事 

①工事の請負代金 

請負代金が３，５００万円未満（建築一式工

事は７，０００万円未満） 

②技術者等の配置条件 

ア 請負代金が１３０万円以上（入札結果によ

り１３０万円以下となるものを含む）５００

万円未満（建築一式工事は１３０万円以上（入

札結果により１３０万円以下となるものを含

む）１，５００万円未満）の工事にあっては、

配置する技術者等が兼務できる件数に制限は

ありません。 

イ 請負代金が５００万円以上３，５００万円

未満（建築一式工事は１，５００万円以上７，

０００万円未満）の工事にあっては、配置す

る技術者等が兼務できる件数は３件までとし

ます（災害復旧工事は件数には数えません）。 

ウ 請負代金が１３０万円以上（入札結果によ

る１３０万円以下を含む）５００万円未満（建

 事 

必要な特定建設業の許可を受けており、一次

下請に係る下請契約総額が４，０００万円以上

となる工事（建築一式工事は６，０００万円以

上） 

監理技術者は、監理技術者資格者証を有する

者（監理技術者資格者証と講習修了証を統合し

ていない者については、両方を有する者）でな

ければなりません。 

③技術者等の配置条件 

ア 別工事の技術者等として配置されていては

いけません。（下請工事も含む） 

イ 配置する技術者等は、同工事の現場代理人

を兼任することはできますが、別工事の現場

代理人になることはできません。 

ウ 配置する技術者等は、建設業法第７条第２

号及び第１５条第２号の規定に基づき営業所

に置かれている専任技術者（以下、「営業所の

専任技術者」という。）であってはいけません。 

⑵技術者の専任配置を必要としない工事 

①工事の請負代金 

請負代金が３，５００万円未満（建築一式工

事は７，０００万円未満） 

②技術者等の配置条件 

ア 請負代金が１３０万円以上（入札結果によ

り１３０万円以下となるものを含む）５００

万円未満（建築一式工事は１３０万円以上（入

札結果により１３０万円以下となるものを含

む）１，５００万円未満）の工事にあっては、

配置する技術者等が兼務できる件数に制限は

ありません。 

イ 請負代金が５００万円以上３，５００万円

未満（建築一式工事は１，５００万円以上７，

０００万円未満）の工事にあっては、配置す

る技術者等が兼務できる件数は３件までとし

ます（災害復旧工事は件数には数えません）。 

ウ 請負代金が１３０万円以上（入札結果によ

る１３０万円以下を含む）５００万円未満（建



築一式工事は１３０万円以上（入札結果によ

る１３０万円以下を含む）１，５００万円未

満）の工事と請負代金が５００万円以上３，

５００万円未満（建築一式工事は１，５００

万円以上７，０００万円未満）の工事の双方

に配置する技術者等が兼務できる件数は３件

までとします（災害復旧工事は件数には数え

ません）。 

エ １３０万円未満の随意契約による工事にあ

っては、技術者等の配置履歴を１３０万円以

上の入札による工事（専任工事を除く）に反

映しません。（件数には数えません） 

オ 配置する技術者等が営業所の専任技術者の

場合は、配置されている件数が２件以内であ

って、かつ、対象工事の技術者としての職務

に従事しながら実質的に営業所の職務にも従

事しうる程度に工事場所と営業所が近接し、

当該営業所との間で常時連絡をとりうる体制

にあるものでなければいけません。 

カ 配置する技術者等は、請負業者が請負って

いる専任配置を必要とする工事技術者等とし

て配置されている者であってはいけません。 

 

築一式工事は１３０万円以上（入札結果によ

る１３０万円以下を含む）１，５００万円未

満）の工事と請負代金が５００万円以上３，

５００万円未満（建築一式工事は１，５００

万円以上７，０００万円未満）の工事の双方

に配置する技術者等が兼務できる件数は３件

までとします（災害復旧工事は件数には数え

ません）。 

エ 業務委託及び１３０万円未満の随意契約に

よる工事にあっては、技術者等の配置履歴を

１３０万円以上の入札による工事（専任工事

を除く）に反映しません。（件数には数えませ

ん） 

オ 配置する技術者等が営業所の専任技術者の

場合は、配置されている件数が２件以内であ

って、かつ、対象工事の技術者としての職務

に従事しながら実質的に営業所の職務にも従

事しうる程度に工事場所と営業所が近接し、

当該営業所との間で常時連絡をとりうる体制

にあるものでなければいけません。 

カ 配置する技術者等は、請負業者が請負って

いる専任配置を必要とする工事技術者等とし

て配置されている者であってはいけません。 

 

 

 


